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保健師が事業化する際の困難およびその解決策と事業提供経験との関連

保健師勤務年数群別の比較
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目的 保健師は，多くの住民の問題を改善するために新規事業を開発しており，この方策は事業化

と呼ばれている。本研究では，日本の保健師が事業化する際の困難とその解決策について解明

し，事業が住民に提供された経験の有無との関連について勤務年数群別に明らかにする。

方法 2005年に合併しない1871市区町村から374市町村を無作為抽出し，協力の得られた305市町村

に勤務する2,306人の保健師を対象に，無記名自記式質問紙調査を行った。調査項目は，保健

師の属性，事業化経験の有無であり，事業化に至らなかった理由や，事業化する際の困難とそ

の解決策について自由記述を求め，内容分析に基づき分類した。保健師の勤務年数によって，

新任期，前期中堅期，後期中堅期，ベテラン期の 4 群に分けた。「事業化する際の困難」およ

び「事業化する際の困難に対してとった解決策」について，保健師の勤務年数群別に彼らのと

った行動の割合を，x2 検定（Fisher の直接確率検定）を用いて比較した。

結果 全有効回答数1,270人の内訳は，新任期340人，前期中堅期347人，後期中堅期329人，ベテラ

ン期254人であった。

分析の結果，事業化する際の困難について，すべての勤務年数群で，「多忙」と回答した者

は，提供群よりも非提供群の方が有意に多かった。事業化する際の困難に対してとった解決策

について，すべての勤務年数群で，非提供群よりも提供群の方が有意に多く記述がみられたの

は，「上司や同僚の保健師の仕事に対する理解を深めるための働きかけをする」，「事業化の必

要性を根拠に基づき説明する」，「日頃から事業化を円滑に進めるための情報共有をする」，「事

業化の必要性を示すための根拠を整理する」，「具体的な事業案を作成する」，「関係者の理解・

協力を得て事業化への合意形成を図る」，「予算を捻出する」の 7 項目であった。

結論 保健師が困難を乗り越えて事業化するためには，上司や同僚に保健師の仕事を理解してもら

い，根拠に基づき事業化の必要性を説明すること，および丁寧な合意形成と予算の捻出方法を

検討することが，その一助になると考えられる。

Key words保健師，市町村，事業化，困難，解決策，全国調査

 緒 言

地方分権の波は，洋の東西や行財政システムの違

いを問わず押し寄せており1)，地域ごとに行政が問

題を把握し，それに即した公共性の高いサービスを

地域住民に提供することが，焦眉の急の課題となっ

ている2)。とりわけ，健康の不平等という古くて新

しい問題を解決するために，行政は新たな事業の開

発に努めている3)。行政に働く保健師（以下，保健

師とする）も，その一端を担っている4)。この活動

は，保健師が集団や地域住民全体の健康レベルを上

げるための支援技術の一つであり，個人とその家族

の健康や生活にまつわる問題（以下，健康・生活問

題とする）を改善するための個別支援と同じく重要

な活動である5)。

保健師による事業化に関する先行研究を紐解く

と，欧米では，政治行動を紹介した研究や，事業立

ち上げにおけるアクターの動きを示した質的研究が

散見される6,7)。一方，わが国では，1997年の地域

保健法の施行を機に，都道府県と市区町村の保健師

機能を整理した湯沢論文が発表され，事業化機能の

重要性が示唆された8)。これを皮切りに，ベテラン

保健師への面接から，事業化に必要とされる技術の

解明に取り組んだ質的研究が多数発表された9～14)。

また，わずかに行われている量的研究としては，保

健師が開発した事業の種類や15,16)，保健師の用いる



2222 第60巻 日本公衛誌 第 1 号 2013年 1 月15日

事業化の手法と，過去の事業化経験の有無の関連が

示唆されている17)。

しかし，保健師が事業化する際にどのようなこと

に困難を感じているのかや，その困難を克服するた

めにどのような解決策を用いているのかについて具

体的に明示した論文は数少ない15)。また，保健師が

事業化する際の困難やその解決策と，事業が住民に

提供された経験（以下，事業提供経験とする）の有

無との関連についても，ほとんど解明されていな

い。このため，保健師による事業化は，保健師個人

の経験や勘に依拠しているのが実状である14,18,19)。

一方，保健師の事業化の能力は，経験を通して発達

していると言われている20)。より多くの保健師が事

業化能力を伸ばすためには，勤務年数に応じた具体

的な示唆を得ることが不可欠である。

そこで，本研究では，保健師が事業化する際の困

難とその解決策を解明し，事業提供経験の有無との

関連について保健師勤務年数群別（以下，勤務年数

群別とする）に検討し，保健師が事業化する際の手

がかりを得ることを目指した。

 方 法

. 用語の定義

本調査で用いる用語を，以下に定義する21)。

事業化保健師が，住民の健康を支援するために，

新規事業を立ち上げる必要性を認識し，中

心的にその企画・立案をし，住民に提供

し，評価する一連の活動。

事業地域住民に提供された具体的なサービスのこ

と。

. 調査方法

調査対象は，全国で対人保健福祉サービスに携わ

り，1 年以上の経験を有する常勤保健師である。産

休・育休中の者は除外した。

本調査は，全国保健師長会の協力を得て実施し

た17)。調査地域を選定するため，2005年 4 月 1 日時

点で存在していた2,418市区町村から，同年中に合

併済みまたは合併予定22)の547市町村を除外した

1,871市区町村より，抽出率20で374市区町村を無

作為抽出した。各地域とそれを管轄する都道府県

に，電話と公文書で調査協力を依頼し，81.6にあ

たる305市町村の協力を得た。調査対象は2,306人で

あった。なお，全都道府県の保健福祉分野の主管課

の管理職からも，管轄地域内の市町村保健師に調査

を実施することについて了解を得た。

調査方法は，郵送法による無記名自記式質問紙調

査であり，2005年 5～6 月に実施した。保健師が分

散配置されていたため，調査票は，各自治体の保健

福祉分野の主管課に勤務している保健師の管理職に

送付し，調査対象に配布するよう依頼した。回答済

の調査票は，調査対象から直接研究者に返送された。

調査内容は，保健師の属性として，現在勤務して

いる自治体の種類と人口，保健師 1 人あたりの受け

持ち人口，所属部署，業務の担当方法，性別，年

齢，看護師勤務年数，保健師勤務年数，教育背景，

職位として主任主事・主事級か係長級以上かをたず

ねた。また，事業化経験に関する項目として，事業

化に関する研修受講の有無と，他者が主導した事業

化に参画した経験の有無をたずねた。さらに，地域

保健法の施行された1997年 4 月～2005年 5 月まで

の，事業の必要性について認識の有無をたずね

た23)。認識したと回答した者には，事業提案の経験

の有無をたずねた。提案したと回答した者には，事

業の住民への提供の有無をたずねた。事業提供経験

を複数回持つ保健師には，最も印象的な経験を回答

するように依頼した。

回答者全員に，「事業化する際に困難なことは何

か」，「事業化する際の困難に対してとった解決策は

何か」について自由記述で回答を求めた。

また，事業の必要性を認識したことがないと回答

した者，事業提案をしなかった者，事業が住民へ提

供されなかったと回答した者には，事業化に至らな

かった理由をそれぞれたずねた。

. 分析方法

自由記述回答について，事業化に至らなかった理

由とあわせて内容を精読した。内容分析24)を参考

に，自由記述回答の内容をすべてエクセルに入力し

た。そして，「事業化する際の困難」および「事業

化する際の困難に対してとった解決策」を表す最小

単位の記述を抽出し，要約した。各要約は，意味内

容の類似性に基づいて分類し，最終的な項目を抽出

した。

分析に際し，各項目について記述のある者に 1
を，記述のない者に 0 を入力した。

また，保健師の事業化の能力は，経験を通して発

達しているという先行研究20)に基づき，回答者を保

健師の勤務年数によって 4 群に分けた。すなわち，

1–5 年目（以下，新任期とする），6–10年目（以下，

前期中堅期とする），11–20年目（以下，後期中堅期

とする），21年目以上（以下，ベテラン期とする）

である。各群の名称は，先行研究に倣った20)。これ

らの各群を，事業提供経験の有無によって「提供

群」と「非提供群」に分けた。

そして，「事業化する際の困難」および「事業化

する際の困難に対してとった解決策」について，保

健師の勤務年数群別に彼らのとった行動の割合を，
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分割表を用いて事業提供経験の有無別に示し，t 検
定や x2 検定（Fisher の直接確率検定）を用いてそ

の差について比較した。

検定は統計ソフト PASW Statistics 18 を使用した。

. 倫理的配慮

本調査は，東京大学大学院医学系研究科倫理委員

会と全国保健師長会の理事会の承認を得た。研究の

目的，方法，調査対象の人権擁護などを記載した説

明書を調査票に同封した。調査票の返送をもって対

象からの同意を得られたと見なした。

 結 果

. 回答者の属性

調査対象の2,306人のうち，1,374人から回答を得

た（回収率59.6）。欠損の多い者など104人を除き，

1,270人を分析対象とした（有効回答率55.1）。回

答者の内訳は，新任期340人，前期中堅期347人，後

期中堅期329人，ベテラン期254人であった。

回答者の属性を表 1 に示す。

新任期，前期中堅期，後期中堅期では，町村に勤

務する者が提供群に有意に多かった。後期中堅期で

は，提供群の方が非提供群に比して，看護師勤務年

数が有意に長かった。また，後期中堅期とベテラン

期では，提供群の方が，係長級以上の職位に就いて

いる者が有意に多かった。

また，すべての勤務年数群で，「他者が主導した

事業化に参画したことがある」，「新規事業を立ち上

げる必要性を認識したことがある」，「必要性を認識

した新規事業の提案をした」と回答した者は，非提

供群よりも提供群の方が有意に多かった。勤務年数

が高くなるにしたがって，これらの経験をしている

者は多くなっていた。

. 事業化する際の困難

事業化する際の困難について記述内容を検討した

結果，最終的に13項目に分類された。すなわち，

「多忙」，「事業化経験・ノウハウの不足」，「予算不

足」，「人手不足」，「事業化による業務量増大の可能

性に対する同僚の抵抗感」，「組織内外における合意

形成の難しさ」，「上司の事業化に対する考え方」，

「自治体の方針との兼ねあい」，「保健師の仕事に対

する理解不足」，「事業の円滑な実施に関する困難」，

「公平性の問題」，「その他」である。

このうち，例数が多かった「多忙」，「事業化経験・

ノウハウの不足」，「予算不足」，「人手不足」，「事業

化による業務量増大の可能性に対する同僚の抵抗

感」について，勤務年数群ごとに提供群と非提供群

を比較した。x2 検定の結果，すべての勤務年数群

で，「多忙」と回答した者は，提供群よりも非提供

群の方が有意に多かった（表 2）。
. 事業化する際の困難に対してとった解決策

事業化する際の困難に対してとった解決策を検討

した結果，最終的に 9 項目に分類された。すなわ

ち，「上司や同僚の保健師の仕事に対する理解を深

めるための働きかけをする」，「事業化の必要性を根

拠に基づき説明する」，「日頃から事業化を円滑に進

めるための情報共有をする」，「事業化の必要性を示

すための根拠を整理する」，「具体的な事業案を作成

する」，「関係者の理解・協力を得て事業化への合意

形成を図る」，「予算を捻出する」，「事業の円滑な実

施・継続を図る」，「勤務年数の浅い保健師が事業化

に参画可能な組織風土を形成する」である。

このうち，例数が多かった「上司や同僚の保健師の

仕事に対する理解を深めるための働きかけをす

る」，「事業化の必要性を根拠に基づき説明する」，

「日頃から事業化を円滑に進めるための情報共有を

する」，「事業化の必要性を示すための根拠を整理す

る」，「具体的な事業案を作成する」，「関係者の理

解・協力を得て事業化への合意形成を図る」，「予算

を捻出する」について，勤務年数群ごとに，提供群

と非提供群を比較した。x2 検定の結果，全項目に

ついてすべての勤務年数群で，非提供群よりも提供

群の方が有意に多かった（表 3）。また，勤務年数

が高くなるにしたがって，新任期よりもこれらの解

決策をとった者が多くなっていた。

 考 察

本研究では，保健師が事業化する際の困難とその

解決策について，事業提供経験との関連を勤務年数

群別に検討した。保健師による事業化に関する先行

研究は，質的研究により事業化の方法を解明したも

のが多く，事業化する際の困難やその解決策につい

てはほとんど明らかにされてこなかった9～14)。本研

究は，全国調査により保健師が事業化する際の困難

とその解決策を具体的に明示するとともに，事業提

供経験との関連について勤務年数群別に検討した点

に意義がある。

. 回答者の属性について

今回の調査では，すべての勤務年数群で，「他者

が主導した事業化に参画したことがある」，「新規事

業を立ち上げる必要性を認識したことがある」，「必

要性を認識した新規事業の提案をした」と回答した

者は，非提供群よりも提供群の方が有意に多かっ

た。本結果は，あらゆる勤務年数の保健師が，事業

化のプロセス23)を経験することの重要性を示唆する

ものと考えられる。

また，事業化は，行政保健師にとって地域の健
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康・生活問題に即したサービスを効率的かつ効果的

に提供する重要な手段であり，保健師として不可欠

な能力である5)。このため，経験の浅い保健師も事

業化の経験を積むことを通して，実践知を獲得して

いくことが必要と考えられる。

. 事業化する際の困難と事業提供経験との関連

について

事業化する際の困難について分析した結果，すべ

ての勤務年数群で，「多忙」と回答した者は，提供

群よりも非提供群の方が有意に多かった。本結果か

ら，保健師は日常業務をこなすことに手一杯で，余

裕がない様子が窺える。今後，保健師は人員削減等

の影響を受け，益々多忙になると考えられる。その

中で，行政として解決すべき問題を特定する保健師

の能力が，より一層求められると考えられる。

なお，提供群と非提供群では，事業化する際の困

難について記憶の程度が異なっている可能性があ

る。この典型的な情報バイアスによって，非提供群

の「事業化する際の困難」の回答の精度が，提供群

の回答の精度より劣っているという形で結果が歪ん

でいる可能性があるため，結果の解釈は慎重に行う

必要がある。

. 事業化する際の困難に対してとった解決策と

事業提供経験との関連について

事業化する際の困難に対してとった解決策につい

て分析した結果，すべての勤務年数群で，非提供群

よりも提供群の方が有意に多かったのは，「上司や

同僚の保健師の仕事に対する理解を深めるための働

きかけをする」，「事業化の必要性を根拠に基づき説

明する」，「日頃から事業化を円滑に進めるための情

報共有をする」，「事業化の必要性を示すための根拠

を整理する」，「具体的な事業案を作成する」，「関係

者の理解・協力を得て事業化への合意形成を図

る」，「予算を捻出する」の 7 項目であった。

先行研究では，保健師の仕事に対する上司や同僚の

理解を深める必要性の意義については，ほとんど言

及されていなかった17)。本結果は，「見えにくい」

と言われる保健師の仕事を上司や同僚に理解しても

らうことが，事業化を円滑に進める際の一助になる

可能性を示唆する知見である。

また，先行研究でも，事業化を進める際に重要な

事柄として，関係者との協力・連携25)や，地域の健

康・生活問題を特定する上で根拠となるデータの活

用が示されており11,18,26)，本結果と一致する。

さらに，政策は予算に計上されることによって，

資金的な根拠が与えられ，現実のものとなるため，

予算的な裏付けなしには実行できないと言われてい

る27)。昨今の厳しい財政状況の中で，保健師が事業

化を試みることは容易ではない。しかし，保健師が

予算を捻出する方策を入念に検討することは，事業

化を進める際の一助になると考えられる。

. 本研究の限界と課題

本調査の限界は，第一に横断調査のため因果関係

については特定できないことである。第二に，事業

化経験の有無により提供群と非提供群に分けて分析

を行ったが，非提供群の中に1997年以前に事業化経

験を持つ者が含まれている可能性がある。本研究の

デザインでは，このことを確認できないため，二群

は選択バイアスがかかっている可能性がある。ま

た，自由記述の記載を基に分析をしたため，記載し

なかった回答者が，事業化する際の困難と解決策に

ついてどのような意見を持っていたのかは把握でき

ておらず，記載しなかった回答者は reference 群と

なるため，対象者を誤分類している可能性がある。

第三に，自由記述を内容分析により分析したが，質

的研究のように分析結果に対する妥当性の確認を調

査回答者に依頼していないため，回答者の意図を十

分に反映していない可能性がある。

このような限界はあるものの，本研究は全国調査

により保健師が事業化する際の困難とその解決策に

ついて具体的に明示するとともに，事業提供経験と

の関連について勤務年数群別に初めて検討したとい

う特長がある。今後は対象の自治体を拡げるととも

に，本結果を活かした介入研究や実態調査を行う必

要がある。

 結 語

保健師が事業化する際の困難およびその解決策を

解明し，事業が住民に提供された経験の有無との関

連について勤務年数群別に明らかにするために305
市町村の保健師を対象に全国調査を行い，自由記述

の分析を行った。有効回答が得られた1,270人の内

訳は，新任期340人，前期中堅期347人，後期中堅期

329人，ベテラン期254人であった。

x2 検定（Fisher の直接確率検定）を行った結果，

事業化する際の困難について，「多忙」と回答した

者は，すべての勤務年数群で提供群よりも非提供群

の方が有意に多かった。また，事業化する際の困難

に対してとった解決策について，すべての勤務年数

群で非提供群よりも提供群の方が有意に多く記述が

みられたのは，「上司や同僚の保健師の仕事に対す

る理解を深めるための働きかけをする」，「事業化の

必要性を根拠に基づき説明する」，「日頃から事業化

を円滑に進めるための情報共有をする」，「事業化の

必要性を示すための根拠を整理する」，「具体的な事

業案を作成する」，「関係者の理解・協力を得て事業
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化への合意形成を図る」，「予算を捻出する」の 7 項

目であった。

本結果から，保健師が困難を乗り越えて事業化す

るためには，上司や同僚に保健師の仕事を理解して

もらい，根拠に基づき事業化の必要性を説明するこ

と，および丁寧な合意形成と予算の捻出方法を検討

することが，その一助になると考えられる。

本研究は，東京大学大学院医学系研究科に提出した博

士論文の一部であり，平成16年度笹川科学研究助成金

（研究番号16–314，主任研究者吉岡京子）の助成を受け

た。結果の一部は，The 3rd International Conferences on
Community Health Nursing Research（Sep 30–October 2,
2005, Tokyo, Japan）で発表した。

全国調査は，多大なるご協力を頂いた全国保健師長会

の村田昌子前会長をはじめ，多くの方々からお力添えを

頂き，実現することができました。全国の関係者の皆様

に，心から感謝申し上げます。

(
受付 2010. 6.15
採用 2012.10.17)
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Di‹culties and solutions related to the experience of developing a new project by
Japanese municipal public health nurses according to their seniority

Kyoko YOSHIOKA-MAEDA* and Sachiyo MURASHIMA2*

Key wordspublic health nurses, municipality, project development, di‹culty, solution, nationwide survey

Objectives Public health nurses (PHNs) have to regularly develop new projects that actively solve com-
munity health problems. The purpose of this study was to clarify the di‹culties encountered by
PHNs while developing a new project and their solutions for them. We also aimed to examine the
eŠect of experience of Japanese PHNs in developing new projects, according to their seniority.

Methods Using random sampling, we chose 374 of 1871 municipalities that could not be consolidated with
neighbouring municipalities in 2005, and 305 municipalities responded to questionnaires. The self-
administered questionnaires were mailed to 2306 Japanese PHNs working within the municipalities.
The questionnaire included items on the following: (1) PHN-related variables; (2) whether the
PHN had experience in project development; (3) open-ended description of the di‹culties and solu-
tions related to the development of new projects by the PHN; (4) the reasons why the PHN could
not create new services. We used content analysis to categorize the descriptions based on commonal-
ities. We divided PHNs into 4 groups according to their seniority: Novice, Lower middle-level, Up-
per middle-level, and Expert. We performed the x2 test (Fisher's exact test) to examine the relation-
ship between experience and parameters such as `̀ the di‹culties'' and `̀ the solutions'' in each
group.

Results Among the 1270 respondents, 340 PHNs were in the Novice group, 347 in the Lower middle-level
group, 329 in the Upper middle-level group, and 254 in the Expert group.

The x2 test (Fisher's exact test) revealed that there was a signiˆcant diŠerence between di‹culties
and having experience in all 4 groups: `Facing a busy schedule.'

In these 4 groups, the following 7 solutions were statistically related with experience: `Deepening
the understanding of the PHNs' work of supervisors and colleagues,' `Explaining the need for creat-
ing a new system with evidence,' `Sharing information for creating a new service on a daily basis,'
`Organizing the evidence to demonstrate the need for developing a new project,' `Making a practi-
cal project plan,' `Cooperating with persons concerned and facilitating consensus-building among
them,' `Coping with the cost of a new program.'

Conclusion In order to overcome di‹culties encountered by PNHs while developing new projects, our ˆnd-
ings suggest that the work done by PHNs' should be better understood by supervisors and col-
leagues. Further, evidence should be used to explain the need for creating a new system, and a con-
sensus should be built at carefully. Moreover, the budget of the new program should be carefully
managed.

* Ogikubo Community Health Center, Suginami Public Health Center, Suginami City
2* Oita University of Nursing and Health Sciences


